
　

開始年度 昭和２５

④
経
　
費

財
源
内
訳

※「財源内訳」について

↑どちらかを
チェックしてください

「実績」
拡大図る

200

将来目標

380

「実績」
縮小図る

173 200

380

単位

件

件

目標値 400

281

H28目標値

164 215

Ｈ 26 Ｈ 27

23,143

27 H28見込み 将来目標単位 Ｈ 26 Ｈ

補装具を必要とする方から補装具支給の申請があった際、市は身体障害者更生相談所等の意見を基に補装具の支給を行うことが適切であるか審査し、適当である
と認めた場合に給付を行う。
　補装具とは、具体的には、車いす、杖、義手、義足、下肢装具、眼鏡、補聴器等、身体の欠損、又は身体機能の損傷を補う用具を指すもので、対象者は、身体障害
者手帳の交付を受けた方。ただし、本人の市民税所得割額が46万円以上（配偶者がいる場合は、本人と配偶者のうち収入が多い方の市民税所得割額が46万円以
上）となる世帯は対象外となる。　補装具費は、補装具の購入又は修理費の9割に相当する額を支給する。

基本
方針

7,545

21,80220,255

20,711

16,145

根拠法令

目的（どのような効果を目指して実施しているのか、具体的に）

決　　　算　（見込み含む）

人）人） （ 0.20

平成28年度のみ、当初予算
の内訳となっています。

2998-9116
担
当
部
課

②
事
　
業
　
の
　
概
　
要

関連・類似事業

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律

部課コード 060300 ℡

法定受託＋附加

事業コード
補装具費支給事業

平成 28年度事務事業評価表（一般用）　　　　　

060312

①事務事業名

終了年度 年度

障害福祉課

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 福祉サービスグループ

日常生活用具給付事業（障害福祉課）、補装具等交付等自己負担金補助事業（障害福祉課）

■ □ □

年度

8,516

→

事業の種別

障害者福祉節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針 所沢市障害者支援計画

身体障害者福祉法制定以前は、傷痍軍人を対象に義眼・義肢の支給が行われていた。法制定（昭和２５年）後、障害原因等にかかわりなく補装
具が交付されることとなった。平成１８年１０月からは、障害者自立支援法（現障害者総合支援法）に規定されることになった。

総合計画の体系 章 健康・福祉 生活支援の充実

人

人

事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26年度対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
年度

単位

29,347

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

１８歳以上の身体障害者手帳所持者 平成

0.00

③
事
　
業
　
の
　
内
　
容

身体の欠損、又は身体機能の損傷を補う用具を交付（修理）し、日常生活の円滑な遂行を図る。

予算現額

27

その他（　　　　　　　　　　） ）

8,482

40,966

人） （

1.39人 12,037

≪会計種別≫ 一般会計

国・県支出金

39,288

一般財源

平成 26 年度

（

28

0.35

31,601

（ 0.00

27 年度平成

17,791

（千円） 年度 （千円）

29,347

21,497 28,929

（千円） 平成

件

事業費合計

正規職員人件費

人）

2.04人

補装具修理件数 実績による 164

どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています

 
 
⑥
成
果

156

⑤
実
績

項目名 項目説明

活動実績

補装具交付件数 実績による

％ 達成率 80 95

　 項目名 項目説明

成果指標
補装具総支給（交付・修理）
件数

継続

市HPへの掲載や、障害者手帳交付時に制度の説明を積極的に行っている。

400

実 績 320 379
補装具交付件数＋補装具修理件数

目標達成状況

現状
維持

その
他

拡大 縮小

⑦
改
善
点

⑧
評
　
　
　
　
価

評
価

今
後
の

方
向
性

事業実施方法
(複数選択可）

障害福祉課長　並木　和人

終了

次年度予算

評価日 平成28年　8月9日 評価者職氏名

理由 法に基づく事業であり、制度の維持を図っていく。

⑨
環境
影響

有益な
環境影響

有害な環境影響
を及ぼす原因活動

現状
維持

理由 法に基づく事業であり、制度の維持を図っていく。拡大 縮小

無

無
文書等の作成

規制を受ける環境法令等

緊急事態

(2)今後の方向性

引き続き、事業の周知を図り、事業を円滑かつ適正に実施していく。

障害者総合支援法の対象疾患の拡大に伴い、「所沢市障害者福祉ガイド」の表記を修
正した結果、難病患者への交付が前年度1件から3件に増加した。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

交付件数が増加していることから決算額は大きく伸びたが、修理件数につい
ては修理を必要とする利用者が少なかったため、わずかな伸びとなった。

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況

改善・
効率化


